
総社市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和６年９月２７日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第３３号 

 

総社市心身障害者医療費給付条例の一部を改正する条例 

 

総社市心身障害者医療費給付条例（平成１７年総社市条例第１４７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という。）に対応する同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動

後項」という。）が存在する場合には，当該移動項を当該移動後項とし，移動後項に対応する移動項が存在しない場合には，当該移動後項（以下「追加項」

という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示

及び追加項を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しな

い場合には，当該改正部分を削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（医療費の範囲） 

第４条 略 

２ 前項の受給資格者が負担することとなる費用の算定に当たって，医療保

険各法（第２条第１項第１号から第６号までに掲げるものに限る。以下こ

の項において同じ。）の規定により受給資格者以外の被保険者等（以下「受

給資格者以外の者」という。）の療養に係る額を算定して高額療養費が支

給されることとなる場合における高額療養費の算定は，医療保険各法の規

定にかかわらず，当該受給資格者以外の者の療養に係る額を除き，医療保

険各法の高額療養費の算定の例により行うものとする。 

 

３ 略 

 

（受給資格証の交付等） 

第６条 略 

 

（医療費の範囲） 

第４条 略 

２ 前項の受給資格者が負担することとなる費用の算定に当たって，医療保

険各法（第２条第１項第１号から第６号までに掲げるものに限る。以下こ

の項及び第９条ただし書において同じ。）の規定により受給資格者以外の

被保険者等（以下「受給資格者以外の者」という。）の療養に係る額を算

定して高額療養費が支給されることとなる場合における高額療養費の算

定は，医療保険各法の規定にかかわらず，当該受給資格者以外の者の療養

に係る額を除き，医療保険各法の高額療養費の算定の例により行うものと

する。 

３ 略 

 

（受給資格証の交付等） 

第６条 略 



改 正 後 改 正 前 

２及び３ 略 

４ 市長は，前項の申請があった場合において，この条例による医療費の給

付を受ける資格があると認めたときは，受給資格証の更新を行うものとす

る。 

５ 前２項の規定にかかわらず，市長は，受給資格者につき，この条例によ

る医療費の給付を受ける資格があると認めたときは，職権により受給資格

証を更新することができる。 

６ 略 

 

（受給資格証の提示） 

第９条 受給資格者が療養を受けようとするときは，当該療養を受けようと

する病院，診療所，薬局又は指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」と

いう。）から，医療保険各法に規定する電子資格確認その他厚生労働省令

等で定める方法により被保険者等であることの確認を受けるとともに，受

給資格証の提示等により受給資格者であることの確認を受けなければな

らない。 

 

 

（準用） 

第１４条 前２条の場合にあっては，第５条ただし書の規定を準用する。 

 

２及び３ 略 

 

 

 

４ 前項の規定にかかわらず，市長は，受給資格に異動がない者であって，

更新申請に必要な事項を公簿等によって確認することができる場合は，更

新申請を省略させることができる。 

５ 略 

 

（受給資格証の提出） 

第９条 受給資格者が療養を受けようとするときは，当該療養を受けようと

する病院，診療所，薬局又は指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」と

いう。）に対し，当該受給資格者の属する保険者の発行した被保険者証，

加入者証，組合員証又は被保険者資格証明書（以下「被保険者証等」とい

う。）とともに受給資格証を提出しなければならない。ただし，医療保険

各法の一部負担金の規定による７０歳以上の者にあっては，被保険者証等

及び高齢受給者証とともに受給資格証を提出しなければならない。 

 

（準用） 

第１４条 第６条第３項及び前２条の場合にあっては，第５条ただし書の規

定を準用する。 

 

 

 附 則 

この条例は，令和６年１２月２日から施行する。 


